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平成 18 年３月期 個別財務諸表の概要 平成 18 年５月 12 日 

 

上場会社名 ツインバード工業㈱ 上場取引所 東 

コ ー ド 番 号 6897 本社所在都道府県 新潟県 

（ＵＲＬ http://www.twinbird.jp ）   

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 野水 重勝 TEL (0256) 92 - 6111 

問合せ責任者 役職名 経理部長    氏名 太中 秀夫  
決算取締役会開催日 平成 18 年５月 12 日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成 18 年６月 22 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１．平成 18 年３月期の業績（平成 17 年３月 26 日 ～ 平成 18 年３月 25 日） 
（１）経営成績 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年３月期 12,038 △0.6 △178 － △324 －  

17 年３月期 12,116 △6.8 170 △55.5 31 －  

 

 当 期 純 利 益 
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

株主資本当

期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年３月期 △317 － △35.19 － △7.3 △2.8 △2.7 

17 年３月期 △279 － △30.91 － △6.2 0.3 0.3 

（注） ①期中平均株式数 18 年３月期 9,029,592 株 17 年３月期 9,030,000 株 

 ②会社処理の方法の変更 無 

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
 

 中間 期末 

配当金総額 

（年間） 
配 当 性 向 

株 主 資 本 

配 当 率 
 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

18 年３月期 0.00 0.00 0.00 0 －  －   

17 年３月期 0.00 0.00 0.00 0 －  －   

 

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年３月期 11,307  4,217 37.3 467.16 

17 年３月期 11,607  4,440 38.3 491.80 

（注） ①期末発行済株式数 18 年３月期 9,028,500 株 17 年３月期 9,030,000 株 

 ②期末自己株式数 18 年３月期 1,500 株 17 年３月期 － 株 

 

２．平成 19 年３月期の業績予想（平成 18 年３月 26 日 ～ 平成 19 年３月 25 日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 6,100  △100 △120 0.00 －  －  

通 期 12,400  △280 △330 －  0.00 0.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △36 円 55 銭 
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７．財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

前事業年度 

（平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（平成 18 年３月 25 日） 
対前年比

区    分 
注記 

番号 

金額（千円） 
構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

増減 

（千円）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１. 現金預金 ※１ 1,001,945 915,520 

２. 受取手形 ※1,2 969,380 642,297 

３. 売掛金 ※２ 2,388,037 2,034,737 

４. 製品  2,096,992 2,203,928 

５．原材料  225,035 183,815 

６．仕掛品  288,425 263,723 

７．貯蔵品  51,678 42,542 

８．前払費用  122,101 143,749 

９．未収入金 ※２ 102,742 182,702 

10. その他  100,996 62,872 

11. 貸倒引当金  △395,590 △24,440 

流動資産合計  6,951,745 59.9 6,651,450 58.8 △300,295

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産   

１. 建物 ※１ 3,515,186 3,521,128  

減価償却累計額  2,520,328 994,857 2,607,714 913,413 

２. 構築物  169,071 169,521  

減価償却累計額  136,734 32,337 140,188 29,333 

３. 機械装置  1,473,352 1,344,084  

減価償却累計額  1,287,669 185,683 1,193,829 150,255 

４. 車輌運搬具  12,811 12,811  

減価償却累計額  12,016 795 12,098 712 

５. 金型  7,438,875 7,588,320  

減価償却累計額  6,855,338 583,537 7,032,756 555,563 

６. 工具器具備品  565,704 589,573  

減価償却累計額  465,757 99,947 491,515 98,058 

７. 土地 ※１ 1,621,486 1,656,351 

８. 建設仮勘定  4,686 14,337 

有形固定資産合計  3,523,330 30.4 3,418,026 30.2 △105,304

(2) 無形固定資産   

１. 営業権  14,639 11,439 

２. 借地権  4,650 4,650 

３. ソフトウェア  16,621 15,800 

４. 電話加入権  8,101 8,101 

５. その他  360 232 

無形固定資産合計  44,371 0.4 40,223 0.4 △4,148
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前事業年度 

（平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（平成 18 年３月 25 日） 
対前年比

区    分 
注記 

番号 

金額（千円） 
構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

増減 

（千円）

(3) 投資その他の資産   

１. 投資有価証券 ※１ 862,738 984,302 

２. 関係会社株式  71,240 71,240 

３. 出資金  7,551 7,551 

４. 関係会社出資金  1,480 1,480 

５. 更生債権等  75,273 58,957 

６. 長期前払費用  21,917 11,587 

７. 長期差入保証金  32,642 32,647 

８. その他  89,524 89,524 

９. 貸倒引当金  △74,562 △59,107 

投資その他の資産合計  1,087,804 9.3 1,198,183 10.6 110,379

固定資産合計  4,655,506 40.1 4,656,433 41.2 927

資産合計  11,607,251 100.0 11,307,883 100.0 △299,368
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前事業年度 

（平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（平成 18 年３月 25 日） 
対前年比

区    分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

増減 

（千円）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１. 支払手形  710,930 717,541 

２. 買掛金 ※２ 367,587 384,585 

３. 短期借入金 ※１ 1,584,000 1,374,000 

４. １年以内返済予定長期

借入金 
※１ 1,021,876 1,139,553 

５. １年以内償還予定社債  40,000 80,000 

６. 未払金  178,230 194,727 

７. 未払費用  156,838 162,640 

８. 未払法人税等  7,274 23,561 

９. 未払消費税等  2,434 － 

10. 前受金  62,633 25,680 

11. 預り金  16,076 16,605 

12. 賞与引当金  104,000 102,000 

13. リコール損失引当金  18,000 9,000 

14. 債務保証損失引当金  52,540 － 

15. 設備支払手形  13,378 8,698 

16. その他  2,764 2,087 

流動負債合計  4,338,565 37.4 4,240,681 37.5 △97,884

Ⅱ 固定負債   

１. 社債  120,000 220,000 

２. 長期借入金 ※１ 2,121,955 1,920,155 

３. 繰延税金負債  145,176 209,753 

４. 退職給付引当金  186,203 234,770 

５. 役員退職慰労引当金  249,820 259,490 

６. その他  4,606 5,269 

固定負債合計  2,827,760 24.3 2,849,437 25.2 21,677

負債合計  7,166,326 61.7 7,090,119 62.7 △76,207

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 1,742,400 15.0 1,742,400 15.4 － 

Ⅱ 資本剰余金   

(1) 資本準備金  1,748,600 1,748,600  

資本剰余金合計  1,748,600 15.1 1,748,600 15.4 － 

Ⅲ 利益剰余金   

(1) 利益準備金  137,350 137,350  

(2) 任意積立金   

１. 固定資産圧縮積立金  29,184 29,184  

２. 別途積立金  819,000 539,000  

(3) 当期未処理損失  220,240 258,013  

利益剰余金合計  765,293 6.6 447,521 4.0 △317,772

Ⅳ その他有価証券評価差額

金 
 184,631 1.6 279,740 2.5 95,108

Ⅴ 自己株式 ※４ － － △497 △0.0 △497

資本合計  4,440,925 38.3 4,217,764 37.3 △223,160

負債・資本合計  11,607,251 100.0 11,307,883 100.0 △299,368
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(2）損益計算書 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日）

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日）

対前年比

区    分 
注記 

番号 

金額（千円） 
百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

増減 

（千円）

Ⅰ 売上高   

１. 製品売上高  11,958,820 11,953,798  

２. 商品売上高  158,126 12,116,946 100.0 84,787 12,038,586 100.0 △78,360

Ⅱ 売上原価   

(1) 製品売上原価   

１. 製品期首棚卸高  2,095,844 2,096,992  

２. 当期製品製造原価  9,397,526 9,937,675  

合計  11,493,371 12,034,667  

３. 他勘定振替高 ※１ 200,517 209,005  

４. 製品期末棚卸高  2,096,992 9,195,861 2,203,928 9,621,734 

(2) 商品売上原価   

当期商品仕入高  129,621 129,621 74,988 74,988 

売上原価合計  9,325,483 77.0 9,696,722 80.5 371,239

売上総利益  2,791,463 23.0 2,341,863 19.5 △449,599

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１. 荷造運搬費  404,645 449,669  

２. 広告宣伝費  217,658 218,678  

３. 貸倒引当金繰入額  156,510 19,871  

４. 役員報酬  63,702 55,176  

５. 給料手当  653,422 735,773  

６. 賞与  96,597 107,559  

７. 賞与引当金繰入額  54,309 55,132  

８. 福利厚生費  154,690 170,891  

９. 旅費交通費  94,428 101,489  

10. 減価償却費  60,279 58,485  

11. 賃借料  102,744 107,341  

12. 研究開発費 ※２ 165,886 343,868  

13. その他  395,973 2,620,847 21.6 96,827 2,520,765 21.0 △100,081

営業利益又は営業損失 

（△） 
 170,616 1.4 △178,901 △1.5 △349,517

Ⅳ 営業外収益   

１. 受取利息  1,111 866  

２. 有価証券利息  51 104  

３. 受取配当金  26,746 28,785  

４．為替差益  － 185,805  

５. オプション評価益  26,614 －  

６. 通貨スワップ評価益  31,093 2,011  

７. 固定資産賃貸料  3,043 2,937  

８. 経営指導料収入  5,148 4,920  

９. その他  16,952 110,762 0.9 15,678 241,109 2.0 130,347



33 

 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日）

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日）

対前年比

区    分 
注記 

番号 

金額（千円） 
百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

増減 

（千円）

Ⅴ 営業外費用   

１. 支払利息  86,539 88,407  

２. 手形売却損  7,644 4,595  

３. 売上割引  97,312 103,915  

４. 為替差損  18,825 －  

５. 棚卸評価損  24,911 169,510  

６. その他  14,621 249,854 2.0 19,921 386,351 3.2 136,497

経常利益又は経常損失 

（△） 
 31,524 0.3 △324,143 △2.7 △355,668

Ⅵ 特別利益   

１. 投資有価証券売却益  － 73,433  

２. 固定資産売却益 ※３ 18,272 －  

３. その他  5,550 23,822 0.2 2,899 76,333 0.6 52,510

Ⅶ 特別損失   

１. 固定資産処分損 ※４ 8,911 11,973  

２. 固定資産売却損 ※５ 1,627 －  

３. 投資有価証券評価損  － 8,836  

４. ゴルフ会員権評価損  14,999 －  

５. 退職給付会計基準変更

時差異償却 
 31,447 31,447  

６. リコール損失  199,245 －  

７. リコール損失引当金繰

入額 
 18,000 6,704  

８. 債務保証損失引当金繰

入額 
 52,540 －  

９. その他  691 327,463 2.7 － 58,961 0.5 △268,501

税引前当期純損失  272,115 △2.2 306,772 △2.6 34,656

法人税、住民税及び 

事業税 
 7,000 0.1 11,000 0.0 4,000

当期純損失  279,115 △2.3 317,772 △2.6 38,656

前期繰越利益  58,874 59,759 

当期未処理損失  220,240 258,013 
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製造原価明細書 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 区    分 
注記 

番号 

金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

Ⅰ．材料費      

期首材料棚卸高 ※２ 238,613  243,292  

当期材料仕入高  901,349  1,415,318  

計  1,139,962  1,658,610  

差引：他勘定振替高 ※３ 10,871  59,766  

差引：期末材料棚卸高 ※２ 243,292  198,102  

当期材料費  885,798 9.3 1,400,741 14.1 

Ⅱ．外注加工費      

外注加工費  5,105,543  5,303,639  

買入部品費  2,052,451  1,801,990  

差引：材料有償支給高  114,398  115,811  

当期外注加工費  7,043,596 74.0 6,989,818 70.2 

Ⅲ．労務費      

給料手当  398,316  351,156  

賞与  63,307  56,811  

賞与引当金繰入額  27,730  27,398  

福利厚生費  72,205  60,567  

退職給付費用  19,788  15,589  

当期労務費  581,348 6.1 511,523 5.1 

Ⅳ．経費      

水道光熱費  53,757  52,608  

消耗品費  10,945  8,456  

減価償却費  348,599  315,443  

修繕保守料  17,576  19,322  

研究開発費 ※４ 424,081  458,926  

その他  154,408  196,393  

当期経費  1,009,368 10.6 1,051,151 10.6 

当期総製造費用  9,520,112 100.0 9,953,234 100.0 

期首仕掛品棚卸高  200,267  288,425  

計  9,720,380  10,241,660  

差引：他勘定振替高 ※５ 34,428   40,261  

差引：期末仕掛品棚卸高  288,425  263,723  

当期製品製造原価  9,397,526  9,937,675  
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（脚注） 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

 １. 原価計算の方法 

標準原価に基づく組別総合原価計算を採用し、期末

に原価差額を調整して実際原価を算定しております。 

 １. 原価計算の方法 

同左 

※２. 材料棚卸高には貯蔵品（劣化資産）が含まれてお

り、その金額は次のとおりであります。 

期首 18,256 千円

期末 18,256  
 

※２. 材料棚卸高には貯蔵品（劣化資産）が含まれてお

り、その金額は次のとおりであります。 

期首 18,256 千円

期末 14,286
 

※３. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 19,602 千円

有償支給受払差額 △8,889

その他 159

計 10,871
 

※３. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 11,796 千円

有償支給受払差額 △3,498

営業外費用（棚卸評価損） 51,658

その他 △189

計 59,766
 

※４. 研究開発費は、主として開発本部で発生した費用の

うち量産化した製品に対応するものであり、内訳は次

のとおりであります。 

給料手当 141,073 千円

賞与 28,493

賞与引当金繰入額 15,779

福利厚生費 30,029

水道光熱費 2,691

消耗品費 21,130

減価償却費 15,361

修繕保守料 8,977

試験研究費 71,641

その他 88,902

計 424,081

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

 589,968 千円
 

※４. 研究開発費は、主として開発本部で発生した費用の

うち量産化した製品に対応するものであり、内訳は次

のとおりであります。 

給料手当 155,082 千円

賞与 26,575

賞与引当金繰入額 12,876

福利厚生費 34,688

水道光熱費 4,195

消耗品費 28,765

減価償却費 18,575

修繕保守料 8,487

試験研究費 66,979

その他 102,700

計 458,926

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

 802,795 千円
 

※５. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 12,229 千円

金型等 18,356

有償支給受払差額 △5,093

その他 8,935

計 34,428
 

※５. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 10,107 千円

金型等 944

有償支給受払差額 8,187

その他 21,021

計 40,261
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(3) 損失処理案 

前事業年度 

（平成 17 年３月期） 

当事業年度 

（平成 18 年３月期） 区    分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ. 当期未処理損失  220,240  258,013

Ⅱ. 任意積立金取崩額   

１. 別途積立金取崩額  280,000 280,000 260,000 260,000

合計  59,759  1,986

Ⅲ. 次期繰越利益  59,759  1,986
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重要な会計方針 

項目 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算出） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

２. デリバティブ等の評価基準及び評

価方法 

(1) デリバティブ…時価法 (1) デリバティブ… 同左 

３. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 (1) 製品・原材料・仕掛品 

総平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

終仕入原価法による原価法 

ただし、劣化資産については、減

耗度控除法による原価法 

(1) 製品・原材料・仕掛品 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

４. 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産…定率法 

ただし、平成 10 年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法 

主な耐用年数 

建物 15～31 年

機械装置 ７～11 年

金型 ２年

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

…社内における見込利用可能期

間（３～５年）に基づく定額

法 

その他の無形固定資産 

…定額法 

(3) 長期前払費用…定額法 

(1) 有形固定資産… 同左 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

… 同左 

 

 

その他の無形固定資産 

… 同左 

(3) 長期前払費用… 同左 

５. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

払にあてるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(3) リコール損失引当金 

平成 13 年から平成 15 年に製造し

ました充電式スティック型クリーナ

ーの充電台の自主回収・無償交換に

伴う損失見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 

(3) リコール損失引当金 

同左 
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項目 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異

については、５年による按分額を費

用処理しております。数理計算上の

差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15 年）による定額法により翌

期から費用処理しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(6) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるた

め、被保証先の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

 

(6)      ───── 

 

 

６. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められたもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 

７. その他財務諸表作成のための重要

な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

追加情報 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

───── （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示方法） 

実務対応報告第 12 号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成 16 年２月 13 日）が公表されたこ

とに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資本割 12 百万円を販売費及び一般

管理費として処理しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 

（平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（平成 18 年３月 25 日） 

※１. 担保提供資産及びこれに対応する債務 

 (1) 担保提供資産 

預金 65,100 千円

建物 965,977  

土地 1,472,672  

投資有価証券 583,597  

計 3,087,346  

 

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,584,000 千円

１年以内返済予定長期借入金 1,021,876  

長期借入金 2,121,955  

 計 4,727,831  

 

※２. 関係会社との取引に基づく債権・債務 

受取手形 137,958 千円

売掛金 42,495

未収入金 1,192

買掛金 124

 

※３. 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 34,000,000 株 

発行済株式総数 普通株式 9,030,000

ただし、自己株式の消却がおこなわれた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずることができる旨を定款で定

めております。 

 

※１. 担保提供資産及びこれに対応する債務 

 (1) 担保提供資産 

預金 65,100 千円

受取手形 249,277  

建物 886,416  

土地 1,472,672  

投資有価証券 771,671  

計 3,445,136  

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,374,000 千円

１年以内返済予定長期借入金 1,139,553  

長期借入金 1,920,155  

 計 4,433,708  

 

※２. 関係会社との取引に基づく債権・債務 

受取手形 110,353 千円

売掛金 39,366

未収入金 1,254

買掛金 263

 

※３. 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 34,000,000 株 

発行済株式総数 普通株式 9,030,000

ただし、自己株式の消却がおこなわれた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずることができる旨を定款で定

めております。 

 

※４.                ───── ※４. 当社が保有する自己株式の数は普通株式 1,500 株であ

ります。 

５. 保証債務 

北日本物産㈱ 34,550 千円

（金融機関借入金）

    

５. 保証債務 

北日本物産㈱ 20,270 千円

（金融機関借入金）

    

 ６. 受取手形割引高      458,951 千円   ６. 受取手形割引高      254,429 千円

  （うち関係会社受取手形割引高 20,997 千円 ）   （うち関係会社受取手形割引高 32,575 千円 ）

７. 配当制限 

商法施行規則第 124 条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は 184,631 千円

であります。 

７. 配当制限 

商法施行規則第 124 条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は 279,740 千円

であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

※１. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 175,606 千円

営業外費用（棚卸評価損） 24,911  

計 200,517   

※１. 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 98,006 千円

営業外費用（棚卸評価損） 94,741  

その他 16,257  

計 209,005   

※２. 研究開発費は主として開発本部で発生した費用であ

り、内訳は次のとおりであります。 

検査費 3,852 千円

給料手当 55,257  

賞与 11,160  

賞与引当金繰入額 6,180  

福利厚生費 11,762  

旅費交通費 8,990  

減価償却費 6,017  

賃借料 7,785  

試験研究費 39,378  

その他 15,500  

計 165,886  

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

 589,968 千円 

※２. 研究開発費は主として開発本部で発生した費用であ

り、内訳は次のとおりであります。 

検査費 3,175 千円

給料手当 79,397  

賞与 13,605  

賞与引当金繰入額 6,592  

福利厚生費 17,759  

旅費交通費 12,356  

減価償却費 9,509  

賃借料 13,717  

試験研究費 143,204  

その他 44,549  

計 343,868  

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

 802,795 千円 

※３. 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械装置 15,827 千円

車輌運搬具 46  

金型 2,399  

計 18,272   

※３.               ───── 

  

  

  

   

※４. 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置 410 千円

金型 7,518  

工具器具備品 982  

計 8,911   

※４. 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置 8,198 千円

金型 3,696  

工具器具備品 79  

計 11,973   

※５. 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

車輌運搬具 14 千円

金型 1,613  

計 1,627   

※５.               ───── 
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（リース取引関係） 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

取得価額相

当額 

(千円) 

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

期末残高相

当額 

(千円) 

機械装置 369,107 159,663 209,443

車輌運搬具 6,450 4,352 2,097

工具器具備品 144,936 95,868 49,067

合計 520,493 259,884 260,608

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 71,689 千円

１年超 188,919  

合計 260,608  

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 79,521 千円

減価償却費相当額 79,521 千円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

取得価額相

当額 

(千円) 

減価償却累

計額相当額 

(千円) 

期末残高相

当額 

(千円) 

機械装置 369,107 205,919 163,188

車輌運搬具 10,128 5,765 4,362

工具器具備品 111,540 77,449 34,090

合計 490,775 289,133 201,641

（注）         同左 

 

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 64,233 千円

１年超 137,408  

合計 201,641  

（注）         同左 

 

 

 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 72,667 千円

減価償却費相当額 72,667 千円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（自平成 16 年３月 26 日 至平成 17 年３月 25 日）及び当事業年度（自平成 17 年３月 26 日 

至平成 18 年３月 25 日）において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（平成 17 年３月 25 日）

繰延税金負債 

 固定資産圧縮積立金 19,815 千円

 その他有価証券評価差額 125,361

繰延税金負債合計 145,176

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（平成 17 年３月 25 日）

税引前当期純損失が計上されているため記載しており

ません。 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（平成 18 年３月 25 日）

繰延税金負債 

 固定資産圧縮積立金 19,815 千円

 その他有価証券評価差額 189,938

繰延税金負債合計 209,753

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（平成 18 年３月 25 日）

税引前当期純損失が計上されているため記載しており

ません。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

１株当たり純資産額 491 円 80 銭

１株当たり当期純損失金額 30 円 91 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失金額が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額 467 円 16 銭

１株当たり当期純損失金額 35 円 19 銭

同左 

 

（注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

（自 平成 16 年３月 26 日 

至 平成 17 年３月 25 日） 

当事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

当期純損失（千円） 279,115 317,772 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 279,115 317,772 

期中平均株式数（株） 9,030,000 9,029,592 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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８.役員の異動 
 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の異動 

 

① 新任取締役候補 

取締役 副社長 松原  紘 （現 第四リース株式会社 常務取締役） 

取締役 経理部長 太中  秀夫 （現 経理部長） 

取締役 開発・生産本部本部長 松原  貞良 （現 開発・生産本部副本部長） 

 

② 退任予定取締役 

常務取締役 開発・生産本部本部長 川田  雄一 （顧問 就任予定） 

常務取締役 業務管理本部本部長 田村  正明 （顧問 就任予定） 

取締役 開発・生産本部副本部長 熊倉  大助  

 

③ 昇格予定取締役 

常務取締役 ＳＣ事業本部本部長 野水  敏勝 （現 取締役ＳＣ事業本部副本部長） 

 

④ 役員の異動 

取締役 経営企画室長 青木  雅美 （現 取締役マーケティング戦略室長 

  兼商品企画部長） 

 

（３）就任予定日 

平成１８年６月２２日 

 


